
議案第　　号

　（総則）

第１条　令和８年度下水道事業会計の予算は，次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は，次のとおりとする。

　　　　　　（ア）管路布設工事

　　　　　　（イ）長寿命化工事

　　　　　　（ウ）総合地震対策工事

　　　　　　（エ）雨水対策事業

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

令令和和８８年年度度　　東東海海村村下下水水道道事事業業会会計計予予算算

　（１）　水洗化戸数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １２，１５７戸

　（２）　年間総排水　　　　　　　　 　　　　　　　　 ４，２８１，０００㎥

　（３）　一日平均排水量　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 １１，７２９㎥

　（４）　主な建設改良事業　　　　

２５５，０００千円

６３，５００千円

２３，５００千円

　収　　　入

　　第１款　汚水事業収益　　　　　　　　　　 １，１９２，５９１千円

２５５，０００千円

　　　第１項　営業収益　　　　　　　　　　　　　　　　 ４９０，８０８千円

　　　第２項　営業外収益　　　　　　　　　　　　　　　　　 ７０１，７８０千円

　　　第３項　特別利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ３千円

　　第２款　雨水事業収益　　　　　　　　　　 １２１，９２１千円

　　　第１項　営業収益　　　　　　　　　　　　　　　　 ８８，３００千円

　　　第２項　営業外収益　　　　　　　　　　　　　　　　　 ３３，６２１千円
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４８０，０９７千円は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額３２，５１９千円，過年度分損益勘定留
　 保資金４４７，５７８千円にて補填するものとする。）。

　　　第１項　企業債　　　　　　　　　　　　　　　　 ３１，４００千円
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　支　　　出

　　第１款　汚水事業費用　　　　　　　　　　　　　　 １，１６８，６９８千円

　　　第１項　営業費用　　　　　　　　　　　　　　　　 １，１０２，７８４千円

　　　第２項　営業外費用　　　　　　　　　　　　　　　　 ６３，４１０千円

　　　第３項　特別損失　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ５０４千円

　　　第４項　予備費　　　　　　　　　　　　　　　　 ２，０００千円

　　第２款　雨水事業費用　　　　　　　　　　　　　　 １２１，９２１千円

　　　第１項　営業費用　　　　　　　　　　　　　　　　 １１２，４１６千円

　　　第３項　特別損失　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ５千円

　　　第２項　営業外費用　　　　　　　　　　　　　　　　 ８，０００千円

　　　第４項　予備費　　　　　　　　　　　　　　　　 １，５００千円

　（資本的収入及び支出）

　収　　　入

　　第１款　汚水事業資本的収入　　　　　　　　　　　　　　 ３７１，３４３千円

　　　第４条　資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

　　　第１項　企業債　　　　　　　　　　　　　　　 ２６７，８００千円

　　　第２項　国庫補助金　　　　　　　　　　　　　　　　 ３５，４００千円

　　　第３項　受益者負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　 １４，６７５千円

　　　第４項　一般会計出資金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ５３，４６７千円

　　　第５項　その他資本的収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １千円

　　第２款　雨水事業資本的収入　　　　　　　　　　　　　　 ２５８，０００千円

　　　第３項　一般会計出資金　　　　　　　　　　　　　　　 １９２，９００千円

　　　第２項　国庫補助金　　　　　　　　　　　　　　　　 ３３，７００千円

第４条　資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額
４８０，０９７千円は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額３２，５１９千円，過年度分損益勘定留 
保資金４４７，５７８千円にて補填するものとする。）。
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　（企業債）

起債の目的 起債の方法

　支　　　出

　　第１款　汚水事業資本的支出　　　　　　　　　　　　　　 ８５１，４４０千円

　　　第１項　建設改良費　　　　　　　　　　　　　　　 ４８４，８３４千円

　　　第２項　流域下水道建設費　　　　　　　　　　　　　　　 ４９，５６３千円

　　　第３項　企業債償還金　　　　　　　　　　　　　　　　 ３１４，０４３千円

　　　第４項　予備費　　　　　　　　　　　　　　　 ３，０００千円

　　第２款　雨水事業資本的支出　　　　　　　　　　　　　　 ２５８，０００千円

　　　第１項　建設改良費　　　　　　　　　　　　　　　 ２５５，０００千円

第５条　起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定める。

限　度　額 利　　率 償還の方法

　　　第２項　予備費　　　　　　　　　　　　　　　 ３，０００千円

建設改良工事費 ２９９，２００千円
証券発行又は

普通貸借
年利５．０％以内

　政府資金については，その融資条件に
　より，銀行その他の場合には，その債
　権者と協定するところによる。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。

　（１）　各項に計上した経費の予定額に過不足を生じた場合における同一款内での各項の間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条　次に掲げる経費については，これらの経費の金額を，これら以外の経費の金額に流用し，又はこれら以外の経費をこれらの

　経費の金額に流用する場合は，議会の議決を経なければならない。

　（１）　職員給与費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １０２，６９９千円
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　（他会計からの負担金及び出資金）

　（１）負担金 ４５９，６３３千円

　（２）出資金 ２４６，３６７千円

　　　　　　令和８年３月２日　提出

　　東 海 村 長 　　山　田　　修
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第８条　一般会計からこの会計へ負担金及び出資金を受ける金額は，次のとおりである。
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下水道事業会計予算に関する説明書 

 

 

 
 

 





 

 

下水道事業会計予算に関する説明書 

 

Ⅰ 令和８年度東海村下水道事業会計予算に関する説明書‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  ８ 

     １．令和８年度東海村下水道事業会計予算実施計画‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  ８ 

     ２．令和８年度東海村下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１４ 

３．給与費明細書‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１５ 

     ４．令和８年度東海村下水道事業会計予定貸借対照表‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２２ 

     ５．令和７年度東海村下水道事業会計予定損益計算書‥‥‥‥……‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２８ 

６．令和７年度東海村下水道事業会計予定貸借対照表‥‥……‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥３０ 

      

Ⅱ 令和８年度東海村下水道事業会計予算実施計画明細書‥‥‥‥‥‥‥‥…‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥３６ 

     １．収益的収入及び支出‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥３６ 

     ２．資本的収入及び支出‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥４７ 

  

   Ⅲ 債務負担行為に関する調書‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥５２ 
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１．令和８年度　東海村下水道事業会計予算実施計画

 （１）収益的収入及び支出

　収　入 　　　（単位　千円）

款 項 目 本 年 度 予 算 額 備　　考

１ 汚水事業収益 1,192,591

１ 営業収益 490,808

１ 下水道使用料 488,500

２ 施設使用料 2

３ その他営業収益 2,306

２ 営業外収益 701,780

１ 受取利息及び配当金 1,440

２ 一般会計負担金 371,366

３ 国庫補助金 200

４ 長期前受金戻入 326,872

５ 消費税及び地方消費税還付金 1

６ 延滞金 1

７ 雑収益 1,900

３ 特別利益 3

１ 固定資産売却益 1

２ 過年度損益修正益 1

３ その他特別利益 1
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Ⅰ　令和８年度　東海村下水道事業会計予算に関する説明書
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１．令和８年度　東海村下水道事業会計予算実施計画

 （１）収益的収入及び支出

　収　入 　　　（単位　千円）

款 項 目 本 年 度 予 算 額 備　　考

１ 汚水事業収益 1,192,591

１ 営業収益 490,808

１ 下水道使用料 488,500

２ 施設使用料 2

３ その他営業収益 2,306

２ 営業外収益 701,780

１ 受取利息及び配当金 1,440

２ 一般会計負担金 371,366

３ 国庫補助金 200

４ 長期前受金戻入 326,872

５ 消費税及び地方消費税還付金 1

６ 延滞金 1

７ 雑収益 1,900

３ 特別利益 3

１ 固定資産売却益 1

２ 過年度損益修正益 1

３ その他特別利益 1
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Ⅰ　令和８年度　東海村下水道事業会計予算に関する説明書

　収　入 　　　（単位　千円）

款 項 目 本 年 度 予 算 額 備　　考

２ 雨水事業収益 121,921

１ 営業収益 88,300

１ 施設使用料 32

２ 一般会計負担金 88,267

３ その他営業収益 1

２ 営業外収益 33,621

１ 長期前受金戻入 33,620

２ 雑収益 1
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支　出 　　　（単位　千円）

款 項 目 本 年 度 予 算 額 備　　考

１ 汚水事業費用 1,168,698

１ 営業費用 1,102,784

１ 管渠管理費 93,381

２ 流域下水道管理運営費 280,399

３ 賦課徴収費 61,201

４ 普及促進費 1,086

５ 下水道計画費 169

６ 減価償却費 666,542

７ 資産減耗費 1

８ その他営業費用 5

２ 営業外費用 63,410

１ 支払利息及び企業債取扱諸費 58,409

２  消費税及び地方消費税 1

３ 雑支出 5,000

３ 特別損失 504

１ 固定資産売却損 1

２ 減損損失 1

３ 災害による損失 1

４ 過年度損益修正損 500

５ その他特別損失 1
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支　出 　　　（単位　千円）

款 項 目 本 年 度 予 算 額 備　　考

４ 予備費 2,000

１ 予備費 2,000

２ 雨水事業費用 121,921

１ 営業費用 112,416

１ 雨水施設管理費 79,822

２ 減価償却費 32,592

３ 資産減耗費 1

４ その他営業費用 1

２ 営業外費用 8,000

１ 雑支出 8,000

３ 特別損失 5

１ 固定資産売却損 1

２ 減損損失 1

３ 災害による損失 1

４ 過年度損益修正損 1

５ その他特別損失 1

４ 予備費 1,500

１ 予備費 1,500
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 （２）資本的収入及び支出

　収　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（単位　千円）

款 項 目 本 年 度 予 算 額 備　　考

１ 汚水事業資本的収入 371,343

１ 企業債 267,800

１ 建設企業債 267,800

２ 国庫補助金 35,400

１ 国庫補助金 35,400

３ 受益者負担金 14,675

１ 受益者負担金 14,675

４ 一般会計出資金 53,467

１ 一般会計出資金 53,467

５ その他資本的収入 1

１ その他資本的収入 1

２ 雨水事業資本的収入 258,000

１ 企業債 31,400

１　建設企業債 31,400

２ 国庫補助金 33,700

１　国庫補助金 33,700

３ 一般会計出資金 192,900

１ 一般会計出資金 192,900
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支　出 　　　（単位　千円）

款 項 目 本 年 度 予 算 額 備　　考

１ 汚水事業資本的支出 851,440

１ 建設改良費 484,834

１ 管渠整備費 484,834

２ 流域下水道建設費 49,563

１ 流域下水道建設負担金 49,563

３ 企業債償還金 314,043

１ 建設企業債元金償還金 314,043

４ 予備費 3,000

　 １ 予備費 3,000

２ 雨水事業資本的支出 258,000

１ 建設改良費 255,000

１ 雨水対策費 255,000

２ 予備費 3,000

１ 予備費 3,000

  ‐13‐

－ 12 －



支　出 　　　（単位　千円）

款 項 目 本 年 度 予 算 額 備　　考

１ 汚水事業資本的支出 851,440

１ 建設改良費 484,834

１ 管渠整備費 484,834

２ 流域下水道建設費 49,563

１ 流域下水道建設負担金 49,563

３ 企業債償還金 314,043

１ 建設企業債元金償還金 314,043

４ 予備費 3,000

　 １ 予備費 3,000

２ 雨水事業資本的支出 258,000

１ 建設改良費 255,000

１ 雨水対策費 255,000

２ 予備費 3,000

１ 予備費 3,000

  ‐13‐

－ 13 －



１ 業務活動によるキャッシュ・フロー ２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益（△は純損失） 51,154,865 　　有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 650,725,124

　　減価償却費 699,133,512 　　国庫補助金収入 69,100,000

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 200,000 　　受益者負担金等収入 14,675,000

　　その他引当金の増減額（△は減少） 507,000 　 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 566,950,124

　　長期前受金戻入額 △ 359,945,000

　　受取利息及び受取配当金 △ 1,440,000 ３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　支払利息及び企業債取扱諸費 58,409,000 　　建設改良企業債による収入 299,200,000

　　未収金の増減額（△は増加） △ 47,278,264 　　建設改良企業債の償還による支出 △ 314,043,000

　　未払金の増減額（△は減少） △ 68,430,661 　　一般会計からの出資金等収入 246,367,000

　　小計 332,310,452 　 財務活動によるキャッシュ・フロー 231,524,000

　　利息及び配当金の受取額 1,440,000

　　利息の支払額 △ 58,409,000    資金増加額（又は減少額） △ 60,084,672

　 業務活動によるキャッシュ・フロー 275,341,452    資金期首残高 784,421,861

   資金期末残高 724,337,189
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２．令和８年度　東海村下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）

（単位　円）
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１ 業務活動によるキャッシュ・フロー ２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益（△は純損失） 51,154,865 　　有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 650,725,124

　　減価償却費 699,133,512 　　国庫補助金収入 69,100,000

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 200,000 　　受益者負担金等収入 14,675,000

　　その他引当金の増減額（△は減少） 507,000 　 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 566,950,124

　　長期前受金戻入額 △ 359,945,000

　　受取利息及び受取配当金 △ 1,440,000 ３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　支払利息及び企業債取扱諸費 58,409,000 　　建設改良企業債による収入 299,200,000

　　未収金の増減額（△は増加） △ 47,278,264 　　建設改良企業債の償還による支出 △ 314,043,000

　　未払金の増減額（△は減少） △ 68,430,661 　　一般会計からの出資金等収入 246,367,000

　　小計 332,310,452 　 財務活動によるキャッシュ・フロー 231,524,000

　　利息及び配当金の受取額 1,440,000

　　利息の支払額 △ 58,409,000    資金増加額（又は減少額） △ 60,084,672

　 業務活動によるキャッシュ・フロー 275,341,452    資金期首残高 784,421,861

   資金期末残高 724,337,189

‐14‐

２．令和８年度　東海村下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）

（単位　円）

３．給与費明細書

本 5 （1）

年 4

度 9 （1）

前 5 （1）

年 4

度 9 （1）

比 0 （0）

0

較 0 （0）

本年度 1,110 11,505 42,469

前年度 1,303 9,696 38,187

比　較 △ 193 1,809 4,282

 （１）総括

職員数
法定

福利費 合計特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

　人 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

14 2,470 24,064 24,249 50,783 9,125 59,908

0 0 18,656 18,220 36,876 5,915

23,077 20,974

42,791

14 2,470 42,720 42,469 87,659 15,040 102,699

46,298 7,938 54,236

0 0 18,231 17,213 35,444

12 2,247

5,994 41,438

12 2,247 41,308 38,187 81,742 13,932

425 1,007

95,674

2 223 987 3,275 4,485 1,187 5,672

1,432 △ 79 1,353

2 223 1,412 4,282 5,917

0 0

1,108 7,025

 ※(　)内は会計年度任用職員を示す。

（単位　千円）

手
当
の
内
訳

区分 扶養 住居 通勤
特殊
勤務

1,200

時間外 管理職 期末 勤勉
退職手当
負担金

児童

1,785

地域 合計

1,308 822 236 3,114 1,716 13,786 5,769

2,407

1,903

1,272 614 239 2,889 1,812 11,379 5,578 1,620

損益勘定支弁職員

191 △ 420 118
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36 208 △ 3 225 △ 96

資本勘定支弁職員

合　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　計

給　　与　　費

区　　分

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　計

－ 15 －



 　１）会計年度任用職員以外の職員

本 5

年 4

度 9

前 5

年 4

度 9

比 0

0

較 0

本年度 1,110 11,098 41,579

前年度 1,303 9,327 37,379

比　較 △ 193 1,771 4,200

区　　分

職員数 給　　与　　費
法定

福利費 合計特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

　人 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

損益勘定支弁職員 14 168 24,064 23,359 47,591 8,557 56,148

資本勘定支弁職員 0 0 18,656 18,220 36,876 5,915 42,791

合　計 14 168 42,720 41,579 84,467 14,472 98,939

損益勘定支弁職員 12 140 23,077 20,166 43,383 7,422 50,805

資本勘定支弁職員 0 0 18,231 17,213 35,444 5,994 41,438

合　計 12 140 41,308 37,379 78,827 13,416 92,243

損益勘定支弁職員 2 28 987 3,193 4,208 1,135 5,343

資本勘定支弁職員 0 0 425 1,007 1,432 △ 79 1,353

合　計 2 28 1,412 4,200 5,640 1,056 6,696

（単位　千円）

手
当
の
内
訳

区分 扶養 住居 通勤
特殊
勤務

時間外 管理職 期末 勤勉
退職手当
負担金

児童 地域 合計

10,940 5,578

1,308 822 236 3,114 1,716 13,303

191 △ 420

5,769 1,200 1,903

1,272 614 239 2,889 1,812
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118

1,620 1,785

36 208 △ 3 225 △ 96 2,363

 　２）会計年度任用職員

本 1

年 0

度 1

前 1

年 0

度 1

比 0

0

較 0

本年度 0 407 890

前年度 0 369 808

比　較 0 38 82

区　　分

職員数 給　　与　　費
法定

福利費 合計特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

　人 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

損益勘定支弁職員 0 2,302 0 890 3,192 568 3,760

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0

合　計 0 2,302 0 890 3,192 568 3,760

損益勘定支弁職員 0 2,107 0 808 2,915 516 3,431

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0

合　計 0 2,107 0 808 2,915 516 3,431

損益勘定支弁職員 0 195 0 82 277 52 329

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0

合　計 0 195 0 82 277 52 329

（単位　千円）

手
当
の
内
訳

区分 扶養 住居 通勤
特殊
勤務

時間外 管理職 期末 勤勉
退職手当
負担金

児童 地域 合計

439 0

0 0 0 0 0 483

0 0

0 0 0

0 0 0 0 0

0
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0 0

0 0 0 0 0 44

－ 16 －



 　２）会計年度任用職員

本 1

年 0

度 1

前 1

年 0

度 1

比 0

0

較 0

本年度 0 407 890

前年度 0 369 808

比　較 0 38 82

区　　分

職員数 給　　与　　費
法定

福利費 合計特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

　人 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

損益勘定支弁職員 0 2,302 0 890 3,192 568 3,760

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0

合　計 0 2,302 0 890 3,192 568 3,760

損益勘定支弁職員 0 2,107 0 808 2,915 516 3,431

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0

合　計 0 2,107 0 808 2,915 516 3,431

損益勘定支弁職員 0 195 0 82 277 52 329

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0

合　計 0 195 0 82 277 52 329

（単位　千円）

手
当
の
内
訳

区分 扶養 住居 通勤
特殊
勤務

時間外 管理職 期末 勤勉
退職手当
負担金

児童 地域 合計

439 0

0 0 0 0 0 483

0 0

0 0 0

0 0 0 0 0

0

  ‐17‐

0 0

0 0 0 0 0 44

－ 17 －



 （２）給料及び手当の増減額の明細

 給料 1,412  給与改定に伴う 1,208 給与改定分 給与改定状況

 増減分 前年度給与改定率 人事院勧告に基づく給与改定

3.23%  R7.4.1～　平均＋3.23％

 普通昇給に伴う 388 定期昇給分 昇給期別職員数

 増加分 　（昇給期）　（職員数）

　　　4月　 　 9人

 その他の増減分 △184 職員異動分等 職員の異動状況

　本年度　　   9（1）人

　前年度　　   9（1）人

　増　減　     0（0）人

 ※(　)内は会計年度任用職員を示す。

 手当 4,282 4,282 諸手当増減分 職員異動分等

期末手当の支給月数の引上げ（＋0.025月）

勤勉手当の支給月数の引上げ（＋0.025月）

昇給等によるベースアップ分のはね返り

区　分
増減額 増減事由別内訳

‐18‐

（千円） （千円）
備　　　考説　明
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 （２）給料及び手当の増減額の明細

 給料 1,412  給与改定に伴う 1,208 給与改定分 給与改定状況

 増減分 前年度給与改定率 人事院勧告に基づく給与改定

3.23%  R7.4.1～　平均＋3.23％

 普通昇給に伴う 388 定期昇給分 昇給期別職員数

 増加分 　（昇給期）　（職員数）

　　　4月　 　 9人

 その他の増減分 △184 職員異動分等 職員の異動状況

　本年度　　   9（1）人

　前年度　　   9（1）人

　増　減　     0（0）人

 ※(　)内は会計年度任用職員を示す。

 手当 4,282 4,282 諸手当増減分 職員異動分等

期末手当の支給月数の引上げ（＋0.025月）

勤勉手当の支給月数の引上げ（＋0.025月）

昇給等によるベースアップ分のはね返り

区　分
増減額 増減事由別内訳

‐18‐

（千円） （千円）
備　　　考説　明

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

高校卒

大学卒

200,300 200,300

232,000 232,000

    ２）初任給

区  分
行政職 一般会計の制度

（円） 　　　行政職　　（円）

399,038

　平均年齢 39.6

令和７年１月１日現在

　平均給料月額 326,711

　平均給与月額 359,756

　平均年齢 39.9

  ‐19‐

 （３）給料及び手当の状況

    １）職員１人当たりの給与

区　　　　分
事務・技術

＜ 行政職 ＞

令和８年１月１日現在

　平均給料月額 335,389

　平均給与月額

－ 19 －



0 0.0 3 33.4

1 11.1 0 0.0

2 22.2 1 11.1

2 22.2 9 100.0

0 0.0 3 33.4

2 22.2 0 0.0

1 11.1 1 11.1

2 22.2 9 100.0

（級別の標準的な職務内容）

区分 ７級

級 級

    ３）級別職員数

区　　　　　分

行　政　職

職員数 構成比 職員数 構成比

　人 ％ 人 ％

令和８年１月１日現在

７級 ３級

６級 ２級

５級 １級

４級 計

令和７年１月１日現在

７級 ３級

６級 ２級

５級 １級

４級

係長・専門員 主任

計

６級 ４級 ３級

行政職 課長・副参事

１級

主事補・技師補
主事・技師

５級

課長補佐

２級

主事・技師

‐20‐

給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率（％）
（令和8年１月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

55.56

区　　　分

部長・参事

行　政　職

0.42

土木建築業務手当，下水道施設検査業務手当

    ４）昇給期間短縮　該当なし

    ５）特殊勤務手当

－ 20 －



0 0.0 3 33.4

1 11.1 0 0.0

2 22.2 1 11.1

2 22.2 9 100.0

0 0.0 3 33.4

2 22.2 0 0.0

1 -11.1 1 11.1

2 22.2 9 100.0

（級別の標準的な職務内容）

区分 ７級

行　政　職

0.42

土木建築業務手当，下水道施設検査業務手当

    ４）昇給期間短縮　該当なし

    ５）特殊勤務手当
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給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率（％）
（令和8年１月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

55.56

区　　　分

部長・参事 課長・副参事

１級

主事補・技師補
主事・技師

５級

課長補佐

２級

主事・技師

１級

４級

係長・専門員 主任

計

６級 ４級 ３級

行政職

５級 １級

４級 計

令和７年１月１日現在

７級 ３級

６級 ２級

５級

構成比

　人 ％ 人 ％

令和８年１月１日現在

７級 ３級

６級 ２級

級 級

    ３）級別職員数

区　　　　　分

行　政　職

職員数 構成比 職員数

本年度

前年度

一般会計の制度

    ７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（月分） （月分）

区　分

扶養手当

住居手当

通勤手当

管理職手当

同

同

同

定期前早期退職
特別措置

（2～20％加算）

支給率等

    ８）その他の手当

一般会計の制度との異同

同

24.586875 33.27075 47.709

35年勤続の者

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709

（月分）

47.709

25年勤続の者

47.709
定年前早期退職

特別措置
（2～20％加算）

2.325 2.325 4.65 有

（月分）

4.60 有

区　　分
その他の

加算措置等
備考

最高限度20年勤続の者

      ‐21‐

6月（月分） 12月（月分） （月分）

2.325 2.325 4.65

    ６）期末手当・勤勉手当

区　　分
支給期別支給率 職制上の段階，職務の

級等による加算措置

差異の内容

支給率計

有

2.300 2.300

－ 21 －



４．令和８年度　東海村下水道事業会計予定貸借対照表

円 円 円 円
１ 固定資産
（１）有形固定資産
　　イ 土地 7,068,587
　　ロ 構築物 22,348,775,134
　　　 減価償却累計額 △ 4,978,171,146 17,370,603,988
　　ハ 機械及び装置 552,278,898
　　　 減価償却累計額 △ 142,339,631 409,939,267
　　　 有形固定資産合計 17,787,611,842
（２）無形固定資産
　  イ 電話加入権 2,040,573
　  ロ 施設利用権 605,021,957
　　　 無形固定資産合計 607,062,530
　　　 固定資産合計 18,394,674,372

２ 流動資産
（１）現金預金
　　イ 現金 50,000
　　ロ 預金 724,287,189
　　　 現金・預金合計 724,337,189
（２）未収金
　　イ 営業未収金 88,441,302
　　ロ 営業外未収金 25,115,000
　　ハ 過年度未収金 4,116,916
　　ニ その他未収金 642,975
　　　 未収金合計 118,316,193
（３）貸倒引当金
　　イ 貸倒引当金 △ 2,537,680
　　　 貸倒引当金合計 △ 2,537,680
　　　 流動資産合計 840,115,702
       資産合計 19,234,790,074
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(令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで)

資 産 の 部

－ 22 －



４．令和８年度　東海村下水道事業会計予定貸借対照表

円 円 円 円
１ 固定資産
（１）有形固定資産
　　イ 土地 7,068,587
　　ロ 構築物 22,348,775,134
　　　 減価償却累計額 △ 4,978,171,146 17,370,603,988
　　ハ 機械及び装置 552,278,898
　　　 減価償却累計額 △ 142,339,631 409,939,267
　　　 有形固定資産合計 17,787,611,842
（２）無形固定資産
　  イ 電話加入権 2,040,573
　  ロ 施設利用権 605,021,957
　　　 無形固定資産合計 607,062,530
　　　 固定資産合計 18,394,674,372

２ 流動資産
（１）現金預金
　　イ 現金 50,000
　　ロ 預金 724,287,189
　　　 現金・預金合計 724,337,189
（２）未収金
　　イ 営業未収金 88,441,302
　　ロ 営業外未収金 25,115,000
　　ハ 過年度未収金 4,116,916
　　ニ その他未収金 642,975
　　　 未収金合計 118,316,193
（３）貸倒引当金
　　イ 貸倒引当金 △ 2,537,680
　　　 貸倒引当金合計 △ 2,537,680
　　　 流動資産合計 840,115,702
       資産合計 19,234,790,074
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(令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで)

資 産 の 部

円 円 円
３ 固定負債
（１）企業債
　　イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 3,823,539,270
　　　 企業債合計 3,823,539,270
　　 　固定負債合計 3,823,539,270

４ 流動負債
（１）企業債
　　イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 282,332,000
　　　 企業債合計 282,332,000
（２）未払金
　　イ 営業未払金 51,761,686
　　ロ その他未払金 997,600
　　　 未払金合計 52,759,286
（３）引当金
　　イ 賞与引当金 6,767,000
　　ロ 法定福利費引当金 1,144,000
　　　 引当金合計 7,911,000
（４）預り金
　　イ 預り金 8,681
　　　 預り金合計 8,681
　　　 流動負債合計 343,010,967

５ 繰延収益
（１）長期前受金
　　イ 国庫補助金 5,624,246,643
　　ロ 受益者負担金 1,475,137,084
　　ハ 一般会計出資金 3,444,886,303
　　ニ 工事負担金 25,502,316
　　ホ 受贈財産評価額 789,112,183
　　　 長期前受金合計 11,358,884,529
（２）長期前受金収益化累計額

　　イ 国庫補助金収益化累計額 △ 1,259,329,226

　　ロ 受益者負担金収益化累計額 △ 342,703,052
　　ハ 一般会計補助金収益化累計額 △ 897,902,276
　　ニ 受贈財産評価額収益化累計額 △ 342,696,919
　　ホ その他長期前受金収益化累計額 △ 1,092,554
　　　 長期前受金収益化累計額合計 △ 2,843,724,027
　　　 繰延収益合計 8,515,160,502
　　　 負債合計 12,681,710,739

負 債 の 部 

 ‐23‐
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円 円 円

６ 資本金

（１）固有資本金

　　イ 固有資本金 3,125,426,246

　　 　固有資本金合計 3,125,426,246

（２）繰入資本金

　　イ 繰入資本金 3,374,745,683

　　 　繰入資本金合計 3,374,745,683

　　　 資本金合計 6,500,171,929

７　剰余金

（１）資本剰余金

　  イ その他資本剰余金 1,752,541

　　　 資本剰余金合計 1,752,541

（２）利益剰余金

　  イ 当年度未処分利益剰余金 51,154,865

　     当年度未処分利益剰余金 51,154,865

　　　 剰余金合計 52,907,406

　　　 資本合計 6,553,079,335

　　　 負債資本合計 19,234,790,074

‐24‐

資 本 の 部
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－ 25 －



注記

　Ⅰ　重要な会計方針
　　１　固定資産の減価償却の方法
　　（１）有形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　構築物　　　　　　　　　　50年　　　　　　　機械及び装置　　　　　　　5～20年　　　　
　　（２）無形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　施設利用権　　　　　　　　45年
　　２　引当金の計上方法
　　（１）賞与引当金
　　　　　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，
　　　　当年度の負担に属する額を計上している。
　　（２）貸倒引当金
　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため，回収不能見込額を計上している。
　　（３）修繕引当金
　　　　　毎事業年度行われる修繕が未執行だった場合，その修繕に備えて修繕引当金を計上している。
　　（４）退職給付引当金
　　　　　職員の退職手当は，一般会計がその全部を負担することとなっているため，退職給付引当金は計上していない。
　　３　消費税及び地方消費税の会計処理
　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

　Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書等関連
　　該当なし

　Ⅲ　予定貸借対照表等関連
　　１　引当金の取崩し
　　（１）賞与引当金の取崩し
　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当を支出するため，賞与引当金6,756,000円を取り崩している。
　　（２）法定福利費引当金の取崩し
　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出するため，法定福利費引当金1,075,000円を取り崩している。
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　Ⅳ　セグメント情報の開示
　　１　報告セグメントの概要
　　　東海村下水道事業では，汚水事業及び雨水事業を運営しており，各事業で運営方針等を決定していることから，
　　汚水事業及び雨水事業の２つを報告セグメントとしている。
　　　報告セグメントは，下水道事業の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり，予算の策定及び業績を
　　評価するために，検討を要する対象となっているものである。
　　　なお，各報告セグメントに属する業務の内容は以下のとおりである。

　　２　報告セグメントごとの資産等
　当年度（自　令和８年４月１日　至　令和９年３月３１日）

　Ⅴ　リース契約により使用する固定資産
　　該当なし

　Ⅵ　その他の注記
　　該当なし

 　一般会計繰入金
 　減価償却費

424,833 281,167

 営業収益
 営業費用
 営業損益
 経常損益
 セグメント資産

12,453,440 セグメント負債
 その他の項目

466,006 88,297

666,542

△ 612,608
41,179 10,076

706,000
699,13432,592

（単位　千円）

1,166,911

961,740
228,270

合計

12,681,710
19,234,790

51,255

汚水事業
雨水事業

事 業 区 分
東海村公共下水道事業計画区域において汚水を処理する業務

事　業　の　内　容

東海村公共下水道事業計画区域において雨水を処理する業務

汚水事業 雨水事業

   ‐27‐

554,303

18,273,050

1,062,476 104,435
△ 596,470 △ 16,138
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　Ⅳ　セグメント情報の開示
　　１　報告セグメントの概要
　　　東海村下水道事業では，汚水事業及び雨水事業を運営しており，各事業で運営方針等を決定していることから，
　　汚水事業及び雨水事業の２つを報告セグメントとしている。
　　　報告セグメントは，下水道事業の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり，予算の策定及び業績を
　　評価するために，検討を要する対象となっているものである。
　　　なお，各報告セグメントに属する業務の内容は以下のとおりである。

　　２　報告セグメントごとの資産等
　当年度（自　令和８年４月１日　至　令和９年３月３１日）

　Ⅴ　リース契約により使用する固定資産
　　該当なし

　Ⅵ　その他の注記
　　該当なし

 　一般会計繰入金
 　減価償却費

424,833 281,167

 営業収益
 営業費用
 営業損益
 経常損益
 セグメント資産

12,453,440 セグメント負債
 その他の項目

466,006 88,297

666,542

△ 612,608
41,179 10,076

706,000
699,13432,592

（単位　千円）

1,166,911

961,740
228,270

合計

12,681,710
19,234,790

51,255

汚水事業
雨水事業

事 業 区 分
東海村公共下水道事業計画区域において汚水を処理する業務

事　業　の　内　容

東海村公共下水道事業計画区域において雨水を処理する業務

汚水事業 雨水事業
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554,303

18,273,050

1,062,476 104,435
△ 596,470 △ 16,138

－ 27 －



５．令和７年度　東海村下水道事業会計予定損益計算書

円 円 円

１ 営業収益

（１）下水道使用料 459,680,023

（２）施設使用料 21,000

（３）一般会計負担金 86,228,000

（４）その他営業収益 746,919 546,675,942

２ 営業費用

（１）管渠管理費 83,705,181

（２）流域下水道管理運営費 254,412,000

（３）賦課徴収費 50,821,454

（４）普及促進費 944,000

（５）下水道計画費 70,000

（６）雨水施設管理費 70,090,909

（７）減価償却費 691,078,828

（８）資産減耗費 515,542

（９）その他営業費用 1,000 1,151,638,914

　 営業利益 △ 604,962,972

３ 営業外収益

（１）受取利息及び配当金 1,447,244

（２）国庫補助金 200,000

（３）長期前受金戻入 356,134,000

（４）消費税及び地方消費税還付金 2,300

（５）一般会計負担金 369,461,000

（６）雑収益 1,856,864 729,101,408

(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで)
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５．令和７年度　東海村下水道事業会計予定損益計算書

円 円 円

１ 営業収益

（１）下水道使用料 459,680,023

（２）施設使用料 21,000

（３）一般会計負担金 86,228,000

（４）その他営業収益 746,919 546,675,942

２ 営業費用

（１）管渠管理費 83,705,181

（２）流域下水道管理運営費 254,412,000

（３）賦課徴収費 50,821,454

（４）普及促進費 944,000

（５）下水道計画費 70,000

（６）雨水施設管理費 70,090,909

（７）減価償却費 691,078,828

（８）資産減耗費 515,542

（９）その他営業費用 1,000 1,151,638,914

　 営業利益 △ 604,962,972

３ 営業外収益

（１）受取利息及び配当金 1,447,244

（２）国庫補助金 200,000

（３）長期前受金戻入 356,134,000

（４）消費税及び地方消費税還付金 2,300

（５）一般会計負担金 369,461,000

（６）雑収益 1,856,864 729,101,408

(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで)
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４ 営業外費用

（１）支払利息 58,549,000

（２）その他雑支出 8,586,000 67,135,000 661,966,408

　 経常利益 57,003,436

５ 特別利益

（１）その他特別利益 0 0

６ 特別損失

（１）過年度損益修正損 30,000

（２）その他特別損失 1,000 31,000 △ 31,000

　 当年度純利益（又は純損失） 56,972,436

　 前年度繰越利益剰余金（又は欠損金） 0

　 その他未処分利益剰余金変動額 0

　 当年度未処分利益剰余金（又は未処理欠損金） 56,972,436
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６．令和７年度　東海村下水道事業会計予定貸借対照表

円 円 円 円
１ 固定資産
（１）有形固定資産
　　イ 土地 7,068,587
　　ロ 構築物 21,725,522,443
　　　 減価償却累計額 △ 4,334,659,634 17,390,862,809
　　ハ 機械及び装置 498,924,422
　　　 減価償却累計額 △ 119,601,631 379,322,791
　　　 有形固定資産合計 17,777,254,187
（２）無形固定資産
　  イ 電話加入権 2,040,573
　  ロ 施設利用権 592,848,684
　　　 無形固定資産合計 594,889,257
　　　 固定資産合計 18,372,143,444

２ 流動資産
（１）現金預金
　　イ 現金 50,000
　　ロ 預金 784,371,861
　　　 現金・預金合計 784,421,861
（２）未収金
　　イ 営業未収金 89,591,302
　　ロ 営業外未収金 35,343,364
　　ハ 過年度未収金 4,116,916
　　ニ その他未収金 492,875
　　　 未収金合計 129,544,457
（３）貸倒引当金
　　イ 貸倒引当金 △ 2,337,680
　　　 貸倒引当金合計 △ 2,337,680
       流動資産合計 911,628,638
       資産合計 19,283,772,082
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(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで)

資 産 の 部
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６．令和７年度　東海村下水道事業会計予定貸借対照表

円 円 円 円
１ 固定資産
（１）有形固定資産
　　イ 土地 7,068,587
　　ロ 構築物 21,725,522,443
　　　 減価償却累計額 △ 4,334,659,634 17,390,862,809
　　ハ 機械及び装置 498,924,422
　　　 減価償却累計額 △ 119,601,631 379,322,791
　　　 有形固定資産合計 17,777,254,187
（２）無形固定資産
　  イ 電話加入権 2,040,573
　  ロ 施設利用権 592,848,684
　　　 無形固定資産合計 594,889,257
　　　 固定資産合計 18,372,143,444

２ 流動資産
（１）現金預金
　　イ 現金 50,000
　　ロ 預金 784,371,861
　　　 現金・預金合計 784,421,861
（２）未収金
　　イ 営業未収金 89,591,302
　　ロ 営業外未収金 35,343,364
　　ハ 過年度未収金 4,116,916
　　ニ その他未収金 492,875
　　　 未収金合計 129,544,457
（３）貸倒引当金
　　イ 貸倒引当金 △ 2,337,680
　　　 貸倒引当金合計 △ 2,337,680
       流動資産合計 911,628,638
       資産合計 19,283,772,082
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(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで)

資 産 の 部

円 円 円
３ 固定負債
（１）企業債
　　イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 3,838,071,270
　　　 企業債合計 3,838,071,270
　　 　固定負債合計 3,838,071,270

４ 流動負債
（１）企業債
　　イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 314,043,000
　　　 企業債合計 314,043,000
（２）未払金
　　イ 営業未払金 43,692,417
　　ロ その他未払金 436,208
　　　 未払金合計 44,128,625
（３）引当金
　　イ 賞与引当金 6,756,000
　　ロ 法定福利費引当金 1,075,000
　　　 引当金合計 7,831,000
（４）預り金
　　イ 預り金 8,681
　　　 預り金合計 8,681
　　　 流動負債合計 366,011,306

５ 繰延収益
（１）長期前受金
　　イ 国庫補助金 5,555,146,643
　　ロ 受益者負担金 1,460,462,084
　　ハ 一般会計出資金 3,444,886,303
　　ニ 工事負担金 25,502,316
　　ホ 受贈財産評価額 789,112,183
　　　 長期前受金収合計 11,275,109,529
（２）長期前受金収益化累計額

　　イ 国庫補助金収益化累計額 △ 1,095,387,226

　　ロ 受益者負担金収益化累計額 △ 298,457,052
　　ハ 一般会計補助金収益化累計額 △ 779,377,276
　　ニ 受贈財産評価額収益化累計額 △ 309,464,919
　　ホ その他長期前受金収益化累計額 △ 1,092,554
　　　 長期前受金収益化累計額合計 △ 2,483,779,027
　　　 繰延収益合計 8,791,330,502
　　　 負債合計 12,995,413,078

負 債 の 部 

 ‐31‐－ 31 －



円 円 円

６ 資本金

（１）固有資本金

　　イ 固有資本金 3,125,426,246

　　 　固有資本金合計 3,125,426,246

（２）繰入資本金

　　イ 繰入資本金 3,104,207,781

　　 　繰入資本金合計 3,104,207,781

　　　 資本金合計 6,229,634,027

７　剰余金

（１）資本剰余金

　  イ その他資本剰余金 1,752,541

　　　 資本剰余金合計 1,752,541

（２）利益剰余金

　  イ 当年度未処分利益剰余金 56,972,436

　     当年度未処分利益剰余金 56,972,436

　　　 剰余金合計 58,724,977

　　　 資本合計 6,288,359,004

　　　 負債資本合計 19,283,772,082
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資 本 の 部

－ 32 －



－ 33 －



注記

　Ⅰ　重要な会計方針
　　１　固定資産の減価償却の方法
　　（１）有形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　構築物　　　　　　　　　　50年　　　　　　　機械及び装置　　　　　　　5～20年　　　　
　　（２）無形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　施設利用権　　　　　　　　45年
　　２　引当金の計上方法
　　（１）賞与引当金
　　　　　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，
　　　　当年度の負担に属する額を計上している。
　　（２）貸倒引当金
　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため，回収不能見込額を計上している。
　　（３）修繕引当金
　　　　　毎事業年度行われる修繕が未執行だった場合，その修繕に備えて修繕引当金を計上している。
　　（４）退職給付引当金
　　　　　職員の退職手当は，一般会計がその全部を負担することとなっているため，退職給付引当金は計上していない。
　　３　消費税及び地方消費税の会計処理
　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

　Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書等関連
　　該当なし

　Ⅲ　予定貸借対照表等関連
　　１　引当金の取崩し
　　（１）賞与引当金の取崩し
　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当を支出するため，賞与引当金5,750,000円を取り崩している。
　　（２）法定福利費引当金の取崩し
　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出するため，法定福利費引当金1,061,000円を取り崩している。
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注記

　Ⅰ　重要な会計方針
　　１　固定資産の減価償却の方法
　　（１）有形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　構築物　　　　　　　　　　50年　　　　　　　機械及び装置　　　　　　　5～20年　　　　
　　（２）無形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　施設利用権　　　　　　　　45年
　　２　引当金の計上方法
　　（１）賞与引当金
　　　　　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，
　　　　当年度の負担に属する額を計上している。
　　（２）貸倒引当金
　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため，回収不能見込額を計上している。
　　（３）修繕引当金
　　　　　毎事業年度行われる修繕が未執行だった場合，その修繕に備えて修繕引当金を計上している。
　　（４）退職給付引当金
　　　　　職員の退職手当は，一般会計がその全部を負担することとなっているため，退職給付引当金は計上していない。
　　３　消費税及び地方消費税の会計処理
　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

　Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書等関連
　　該当なし

　Ⅲ　予定貸借対照表等関連
　　１　引当金の取崩し
　　（１）賞与引当金の取崩し
　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当を支出するため，賞与引当金5,750,000円を取り崩している。
　　（２）法定福利費引当金の取崩し
　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出するため，法定福利費引当金1,061,000円を取り崩している。
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　Ⅳ　セグメント情報の開示
　　１　報告セグメントの概要
　　　東海村下水道事業では，汚水事業及び雨水事業を運営しており，各事業で運営方針等を決定していることから，
　　汚水事業及び雨水事業の２つを報告セグメントとしている。
　　　報告セグメントは，下水道事業の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり，予算の策定及び業績を
　　評価するために，検討を要する対象となっているものである。
　　　なお，各報告セグメントに属する業務の内容は以下のとおりである。

　　２　報告セグメントごとの資産等
　当年度（自　令和７年４月１日　至　令和８年３月３１日）

　Ⅴ　リース契約により使用する固定資産
　　該当なし

　Ⅵ　その他の注記
　　該当なし

 セグメント負債
 その他の項目
 　一般会計繰入金
 　減価償却費

 営業収益
 営業費用
 営業損益
 経常損益
 セグメント資産

431,887 377,228 809,115
30,440 691,078

12,787,486

660,638

790,635
207,927

合計

12,995,413
19,283,772

460,427 86,248

汚水事業
雨水事業

事 業 区 分
東海村公共下水道事業計画区域において汚水を処理する業務

事　業　の　内　容

東海村公共下水道事業計画区域において雨水を処理する業務

　‐35‐

546,675

18,493,137

1,051,108 100,530
△ 590,681 △ 14,282

（単位　千円）

1,151,638
△ 604,963

41,044 15,959 57,003

汚水事業 雨水事業

－ 35 －



（１）収益的収入

　収　入

区　分 金　額

１汚水事業収益 1,192,591 1,186,532 6,059

１営業収益 490,808 488,536 2,272

１下水道使用料 488,500 488,000 500 １下水道使用料 488,500 現年使用料

２施設使用料 2 1 1 １下水道施設 2 行政財産使用料2件

　用地使用料

３その他 2,306 535 1,771 １手数料 2,306

　営業収益

２営業外収益 701,780 697,993 3,787

１受取利息 1,440 52 1,388 １預金利息 1,440

　及び配当金

２一般会計 371,366 369,461 1,905 １一般会計 315,951 分流式下水道等に要する経費に対する負担金 315,951

　負担金 　負担金 10,522 水質規制に要する経費に対する負担金 10,522

5,012 水洗便所等普及の経費に対する負担金 5,012

39,881 不明水の処理に要する経費に対する負担金 39,881

３国庫補助金 200 200 0 １国庫補助金 200

４長期前受金 326,872 326,438 434 １国庫補助金 163,603

　戻入 ２受益者負担金 44,246

説　　明

減価償却費に対する受益者負担金の収益化

 ‐36‐

Ⅱ　令和８年度　東海村下水道事業会計予算実施計画明細書

１．収益的収入及び支出

(単位　千円)

款　項
前年度
予算額

目
本年度
予算額

節
比較増減

指定工事店手数料，督促手数料等

社会資本整備総合交付金（啓発事業）

減価償却費に対する国庫補助金の収益化

－ 36 －



　収　入

区　分 金　額

３他会計補助金 110,303

４受贈財産評価額 8,173 減価償却費に対する受贈財産評価額の収益化

５その他長期前受金 547 減価償却費に対するその他長期前受金の収益化

５消費税及び地方 1 1 0 １消費税及び地方 1

　消費税還付金 　消費税還付金

６延滞金 1 1 0 １延滞金 1

７雑収益 1,900 1,840 60 １その他雑収益 1,900 原子力立地給付金

３特別利益 3 3 0

１固定資産 1 1 0 １固定資産 1

　売却益 　売却益

２過年度損益 1 1 0 １過年度損益 1

　修正益 　修正益

３その他 1 1 0 １その他 1

　特別利益 　特別利益

２雨水事業収益 121,921 116,494 5,427

１営業収益 88,300 86,251 2,049

１施設使用料 32 22 10 １下水道施設 32 法定外公共物使用料6件

　用地使用料

２一般会計 88,267 86,228 2,039 １一般会計 86,267

　負担金 　負担金

３その他 1 1 0 １その他 1

　営業収益 　営業収益

(単位　千円)

雨水処理に要する経費に対する負担金

目
本年度
予算額

前年度
予算額

節
款　項 説　　明

 ‐37‐

比較増減

減価償却費に対する他会計補助金の収益化
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　収　入 (単位　千円)

区　分 金　額

２営業外収益 33,621 30,243 3,378

１長期前受金 33,620 30,242 3,378 １国庫補助金 339

　戻入 ２他会計補助金 8,222

３受贈財産 25,059

　評価額

２雑収益 1 1 0 １その他雑収益 1

款　項
説　　明

の収益化

減価償却費に対する国庫補助金の収益化

 ‐38‐

比較増減
前年度
予算額

目
本年度
予算額

節

減価償却費に対する受贈財産評価額

減価償却費に対する他会計補助金の収益化

－ 38 －



　収　入 (単位　千円)

区　分 金　額

２営業外収益 33,621 30,243 3,378

１長期前受金 33,620 30,242 3,378 １国庫補助金 339

　戻入 ２他会計補助金 8,222

３受贈財産 25,059

　評価額

２雑収益 1 1 0 １その他雑収益 1

款　項
説　　明

の収益化

減価償却費に対する国庫補助金の収益化

 ‐38‐

比較増減
前年度
予算額

目
本年度
予算額

節

減価償却費に対する受贈財産評価額

減価償却費に対する他会計補助金の収益化

　支　出

区分 金額

１汚水事業費用 1,168,698 1,169,035 △ 337

１営業費用 1,102,784 1,101,481 1,303

１管渠管理費 93,381 99,883 △ 6,502 １給料 13,099 職員3名

２手当 9,766 扶養手当

住居手当

通勤手当

特殊勤務手当

時間外勤務手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

退職手当負担金

地域手当

５法定福利費 4,118 共済組合負担金

６法定福利費 359

　引当金繰入額

７賞与引当金 2,491 賞与引当金繰入額

　繰入額

８旅費 57

説明
節

(単位　千円)

款　項 目
本年度
予算額

2,251

36

1,520

 ‐39‐

144

324

前年度
予算額

比較増減

1,769

（２）収益的支出

法定福利費引当金繰入額

234

2,731

180

577

－ 39 －



　支　出

区分 金額

11備消耗品費 395

14印刷製本費 213 予算書・決算書印刷代

15通信運搬費 1,387

16委託費 18,051 流量計保守点検

マンホールポンプ維持管理

下水道管理システム保守点検

17手数料 4,584 水質検査手数料

水質再検査手数料

特定施設事業場水質検査手数料

下水道管渠洗浄手数料

固定資産管理システム台帳登録手数料

その他手数料

18賃借料 1,956 管路敷賃借料

流量計設置用地賃借料

企業会計システム賃借料

19修繕費 23,500 マンホールポンプ修繕

電気保安設備修繕

その他修繕

20修繕引当金 1 修繕引当金繰入額

　繰入額

23動力費 13,000

前年度
予算額

款　項 比較増減

電信料(マンホールポンプ35ヶ所)

目 説明

 ‐40‐

本年度
予算額

電気料(マンホールポンプ35ヶ所，流量計8ヶ所)

12,012

30

200

200

2

297

3,168

節

(単位　千円)

5,742

286

700

29

1,925

18,000

500

5,000
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　支　出

区分 金額

11備消耗品費 395

14印刷製本費 213 予算書・決算書印刷代

15通信運搬費 1,387

16委託費 18,051 流量計保守点検

マンホールポンプ維持管理

下水道管理システム保守点検

17手数料 4,584 水質検査手数料

水質再検査手数料

特定施設事業場水質検査手数料

下水道管渠洗浄手数料

固定資産管理システム台帳登録手数料

その他手数料

18賃借料 1,956 管路敷賃借料

流量計設置用地賃借料

企業会計システム賃借料

19修繕費 23,500 マンホールポンプ修繕

電気保安設備修繕

その他修繕

20修繕引当金 1 修繕引当金繰入額

　繰入額

23動力費 13,000

前年度
予算額

款　項 比較増減

電信料(マンホールポンプ35ヶ所)

目 説明

 ‐40‐

本年度
予算額

電気料(マンホールポンプ35ヶ所，流量計8ヶ所)

12,012

30

200

200

2

297

3,168

節

(単位　千円)

5,742

286

700

29

1,925

18,000

500

5,000

　支　出

区分 金額

25食糧費 5

28負担金 399 那珂久慈流域下水道事業整備推進協議会負担金

全国町村下水道推進協議会茨城支部

日本下水道協会費

茨城県下水道協会費

県下水道整備促進協議会費

職員研修等負担金

２流域下水道 280,399 284,121 △ 3,722 28負担金 280,399

　管理運営費

３賦課徴収費 61,201 55,617 5,584 ９報償費 2,236 一括納付報奨金

15通信運搬費 464 郵便料

16委託費 55,610 下水道使用料徴収委託費

電算処理業務委託費

複写機保守点検委託費

17手数料 509 口座振替手数料

口座振替データ伝送手数料

納付書振替手数料

PC利用統合型手数料

18賃借料 1,782 下水道受益者負担金システム賃借料

上下水道料金システム賃借料

款　項
前年度
予算額

目
本年度
予算額

那珂久慈流域下水道維持管理負担金

比較増減 説明

 ‐41‐

598

540

30

33

105

396

(単位　千円)

1,518

264

節

39

30

114

153

54,472

5

3
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　支　出

区分 金額

34貸倒引当金 300

　繰入額

36償還費 300 使用料過誤納還付金

４普及促進費 1,086 1,035 51 ７報償費 10

11備消耗品費 485

14印刷製本費 291

29補助交付金 300 水洗便所改造資金助成金

５下水道計画費 169 180 △ 11 ４報酬 168

　 ８旅費 1 公共下水道事業審議会委員旅費

６減価償却費 666,542 660,639 5,903 １有形固定資産 633,658

　減価償却費

２無形固定資産 32,884

　減価償却費

７資産減耗費 1 1 0 １固定資産 1

　除却費

８その他 5 5 0 １雑支出 5 駐車場利用料

　営業費用

２営業外費用 63,410 63,550 △ 140

１支払利息及び 58,409 58,549 △ 140 １企業債利息 58,409 企業債利子償還

　企業債取扱諸費

２消費税及び 1 1 0 １消費税及び 1

　地方消費税 　地方消費税

下水道展作品出品者記念品代

本年度
予算額

説明

公共下水道事業審議会委員報酬

下水道展作品審査報償金

貸倒引当金繰入額

 ‐42‐

下水道PRパンフレット印刷代

(単位　千円)

節
目

前年度
予算額

款　項 比較増減

－ 42 －



　支　出

区分 金額

３雑支出 5,000 5,000 0 １その他雑支出 5,000 控除対象外消費税

３特別損失 504 1,004 △ 500 504

１固定資産 1 1 0 １固定資産 1

　売却損 　売却損

２減損損失 1 1 0 １減損損失 1

３災害による 1 1 0 １災害による 1

　損失 　損失

４過年度損益 500 1,000 △ 500 １過年度損益 500

　修正損 　修正損

５その他 1 1 0 １その他 1

　特別損失 　特別損失

４予備費 2,000 3,000 △ 1,000

１予備費 2,000 3,000 △ 1,000 １予備費 2,000

款　項
本年度
予算額

前年度
予算額

 ‐43‐

(単位　千円)

比較増減目
節

説明

－ 43 －



　支　出

区分 金額

２雨水事業費用 121,921 116,494 5,427

１営業費用 112,416 107,489 4,927

１雨水施設 79,822 77,047 2,775 １給料 10,965 職員2名

　管理費 ２手当 9,673 扶養手当

住居手当

通勤手当

管理職手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

退職手当負担金

地域手当

４報酬 2,302 会計年度任用職員1名

５法定福利費 4,337 共済組合負担金

会計年度社会保険料負担金

会計年度雇用保険料負担金

６法定福利費 311 法定福利費引当金繰入額

　引当金繰入額

７賞与引当金 2,319 賞与引当金繰入額

　繰入額

2,302

505

3,976

313

276

1,234

2,996

2,533

48

324

説明

84

240

1,481

 ‐44‐

(単位　千円)

款　項 比較増減
本年度
予算額

前年度
予算額

節
目

－ 44 －



　支　出

区分 金額

８旅費 95 普通旅費，会計年度任用職員通勤手当

15通信運搬費 44 電信料(排水ポンプ2ヶ所)

16委託費 36,013 排水路除草委託費

排水路浚渫委託費

排水ポンプ維持管理委託費

排水路支線清掃委託費

18賃借料 96 東部排水路支線用地賃借料

19修繕費 13,100 雨水排水路修繕

20修繕引当金 1 修繕引当金繰入額

　繰入額

23動力費 500 電気料(排水ポンプ3ヶ所)

28負担金 66 職員研修負担金

２減価償却費 32,592 30,440 2,152 １有形固定資産 32,592

　減価償却費

３資産減耗費 1 1 0 １固定資産 1

　除却費

４その他 1 1 0 １雑支出 1

　営業費用

　２営業外費用 8,000 7,000 1,000 8,000

１雑支出 8,000 7,000 1,000 １その他雑支出 8,000 控除対象外消費税

(単位　千円)

款　項 目
本年度
予算額

前年度
予算額

比較増減

 ‐45‐

説明
節

1,463

550

32,000

2,000

－ 45 －



　支　出

区分 金額

　３特別損失 5 5 0 5

１固定資産 1 1 0 １固定資産 1

　売却損 　売却損

２減損損失 1 1 0 １減損損失 1

３災害による 1 1 0 １災害による 1

　損失 　損失

４過年度損益 1 1 0 １過年度損益 1

　修正損 　修正損

５その他 1 1 0 １その他 1

　特別損失 　特別損失

４予備費 1,500 2,000 △ 500 1,500

１予備費 1,500 2,000 △ 500 １予備費 1,500

(単位　千円)

節
款　項 目

本年度
予算額

前年度
予算額

比較増減 説明

 ‐46‐

－ 46 －



（１）資本的収入

　収　入

区分 金額

１汚水事業 371,343 382,168 △ 10,825

　資本的収入

　１企業債 267,800 274,680 △ 6,880

１建設企業債 267,800 274,680 △ 6,880 １建設企業債 267,800 公共下水道事業債 131,600

特定環境保全公共下水道事業債 86,800

流域下水道事業債 49,400

　２国庫補助金 35,400 30,300 5,100

１国庫補助金 35,400 30,300 5,100 １国庫補助金 35,400 社会資本整備総合交付金（公共） 12,100

社会資本整備総合交付金（特環） 2,700

防災・安全交付金 20,600

　３受益者 14,675 14,761 △ 86

　　負担金 １受益者負担金 14,675 14,761 △ 86 １受益者負担金 14,675

　４一般会計 53,467 62,426 △ 8,959

　　出資金 １一般会計 53,467 62,426 △ 8,959 １一般会計 53,467

　出資金 　出資金

　５その他 1 1 0

　　資本的収入 １その他 1 1 0 １その他 1

　資本的収入 　資本的収入

目
本年度
予算額

現年賦課分，区域外流入分

前年度
予算額

比較増減
節

説明
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２．資本的収入及び支出

（単位　千円）

款　項

汚水事業資本的支出に対する出資金
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　収　入

区分 金額

２雨水事業 258,000 294,000 △ 36,000

　資本的収入

　１企業債 31,400 0 31,400

１建設企業債 31,400 0 31,400 １建設企業債 31,400

　

　２国庫補助金 33,700 3,000 30,700

１国庫補助金 33,700 3,000 30,700 １国庫補助金 33,700

　

　３一般会計 192,900 291,000 △ 98,100

　　出資金 １一般会計 192,900 291,000 △ 98,100 １一般会計 192,900

　出資金 　出資金

 ‐48‐

（単位　千円）

款　項

防災・安全交付金

雨水事業資本的支出に対する出資金

目
本年度
予算額

前年度
予算額

比較増減
節

説明

－ 48 －



　収　入

区分 金額

２雨水事業 258,000 294,000 △ 36,000

　資本的収入

　１企業債 31,400 0 31,400

１建設企業債 31,400 0 31,400 １建設企業債 31,400

　

　２国庫補助金 33,700 3,000 30,700

１国庫補助金 33,700 3,000 30,700 １国庫補助金 33,700

　

　３一般会計 192,900 291,000 △ 98,100

　　出資金 １一般会計 192,900 291,000 △ 98,100 １一般会計 192,900

　出資金 　出資金
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（単位　千円）

款　項

防災・安全交付金

雨水事業資本的支出に対する出資金

目
本年度
予算額

前年度
予算額

比較増減
節

説明

　支　出

区分 金額

１汚水事業 851,440 852,505 △ 1,065

　資本的支出

　１建設改良費 484,834 472,421 12,413

１管渠整備費 484,834 472,421 12,413 １給料 18,656 職員4名

２手当 14,897 扶養手当 690

住居手当 660

通勤手当 504

特殊勤務手当 200

時間外勤務手当 1,594

管理職手当 482

期末手当 3,625

勤勉手当 3,022

児童手当 780

退職手当負担金 2,519

地域手当 821

５法定福利費 5,441 共済組合負担金

６法定福利費 474 法定福利費引当金繰入額

　引当金繰入額

 ‐49‐

前年度
予算額

比較増減

（２）資本的支出

（単位　千円）

款　項 目
本年度
予算額

節
説明
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　支　出

区分 金額

７賞与引当金 3,323 賞与引当金繰入額

　繰入額

８旅費 185

11備消耗品費 500

16委託費 98,000 台帳作成委託費 14,000

実施設計委託費 23,000

長寿命化設計委託費 2,000

総合地震対策設計委託費 6,000

管路調査委託費 53,000

18賃借料 585 土木設計積算システム賃借料

24材料費 300 下水道資材

27補償費 200 工事等補償費

28負担金 273 職員研修負担金

33工事請負費 342,000 公共下水道工事 116,000

特環公共下水道工事 66,000

公共下水道関連工事 27,000

汚水桝設置工事 36,000

長寿命化工事 60,000

長寿命化関連工事 3,500

総合地震対策工事 20,000

総合地震対策関連工事 3,500

マンホール蓋更新工事 10,000

目
本年度
予算額

前年度
予算額

比較増減
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（単位　千円）

款　項
節

説明

－ 50 －



　支　出

区分 金額

７賞与引当金 3,323 賞与引当金繰入額

　繰入額

８旅費 185

11備消耗品費 500

16委託費 98,000 台帳作成委託費 14,000

実施設計委託費 23,000

長寿命化設計委託費 2,000

総合地震対策設計委託費 6,000

管路調査委託費 53,000

18賃借料 585 土木設計積算システム賃借料

24材料費 300 下水道資材

27補償費 200 工事等補償費

28負担金 273 職員研修負担金

33工事請負費 342,000 公共下水道工事 116,000

特環公共下水道工事 66,000

公共下水道関連工事 27,000

汚水桝設置工事 36,000

長寿命化工事 60,000

長寿命化関連工事 3,500

総合地震対策工事 20,000

総合地震対策関連工事 3,500

マンホール蓋更新工事 10,000

目
本年度
予算額

前年度
予算額

比較増減
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（単位　千円）

款　項
節

説明

　支　出

区分 金額

　２流域下水道 49,563 24,559 25,004

　　建設費 １流域下水道 49,563 24,559 25,004 １流域下水道 49,563 那珂久慈流域下水道処理施設 48,466

　建設負担金 　建設負担金 広域汚泥処理施設 1,097

　３企業債 314,043 352,525 △ 38,482

　　償還金 １建設企業債 314,043 352,525 △ 38,482 １建設企業債 314,043 財政融資資金 139,439

　元金償還金 　元金償還金 地方公共団体金融機構 93,995

簡易生命保険 76,376

市中銀行 4,233

　４予備費 3,000 3,000 0

１予備費 3,000 3,000 0 １予備費 3,000

２雨水事業 258,000 294,000 △ 36,000

　資本的支出

　１建設改良費 255,000 291,000 △ 36,000

１雨水対策費 255,000 291,000 △ 36,000 16委託費 30,000 実施設計委託費

27補償費 10,000 工事等補償費

33工事請負費 215,000 雨水対策工事

　２予備費 3,000 3,000 0

１予備費 3,000 3,000 0 １予備費 3,000

節
説明
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（単位　千円）

款　項 目
本年度
予算額

前年度
予算額

比較増減
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期　間 金　額 期　間 金　額 収益的収入
損益勘定
留保資金

流量計保守点検委託 5,742 令和８年度 5,742 5,742

マンホールポンプ維持管理委託 12,012 令和８年度 12,012 12,012

水質検査手数料 3,168 令和８年度 3,168 3,168

企業会計システム賃借 1,925 令和８年度 1,925 1,925

排水ポンプ維持管理委託 1,463 令和８年度 1,463 1,463

電算処理業務委託 598 令和８年度 598 598

上下水道料金システム賃借 264 令和８年度 264 264

受益者負担金システム賃借 1,518 令和８年度 1,518 1,518

下水道管理システム保守点
検委託 297 令和８年度 297 297

Ⅲ　債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての令和７年度末までの支出額又は支出額の見込み

　　及び令和８年度以降の支出予定額等に関する調書
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(単位　千円)

事　　項 限度額

令 和 ７ 年 度 末 ま で の
支 払 （ 見 込 ） 額

令 和 ８ 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳
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